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論 文内容の要旨

近年,大 規模都市計画 などの都市計画及び地域計画の支

援 ツール として地理情報システム(GIS)の 活用が注 目さ

れ てい る.こ れは,地 球 レベルの環境 問題 を背景 とした

都 市環境管理,環 境資源の利用に対す る配慮が地域計画

において も不可欠 な視点 とな り,そ のための情報管理,

分析,表 示 といった一連の空間的な位置データの情報処

理 において,GISが 最適のシステムであるとい う認識 に

起 因 している.ま た,GISの 価値はシステムの もつデー

タの品質によって決 まるといわれている.こ れ は,デ ー

タベースの構築に多 くの時間 と費用を費やす のに加 えて,

デー タベー スの内容や精度がその後の解析作業に大き く

影響す るためである.一 方,我 が国のGISに 関す る文献

や研究においてデー タベースの具体的 な構築 手法 を体系

的,か つ,詳 細に整理 した資料は少 な く,個 人や企業が

独 自に構築 しているのが現状 である.

本研究は地域開発計画へ の活用を 目的 としたGISデ ー

タベースの構築においてデー タの統合 に重点を置いたマ

ニュス クリプ ト作成方式を新たに考案 し,そ の有効性 を

検証す るものである.

第1章 は序論であ り,本 研究の背景,目 的について述

べ るとともに,地 域開発型デー タベース を用 いて評価 を

実施す る環境GIS統 合型システ ムの概要 を示 した.

第2章 では,手 法開発 の予備的考察 として我 が国のデ

ー タ基盤整備の現状 と問題点 を把握 した .デ ータ基盤 の

重要 な役割の1つ は,メ タデー タとして不特 定多数 の

人 々が広範 に利用 できることである とい う視 点か ら,公

的機関が提供す るデー タ基盤の問題点 として,小 縮尺対

応 の国土 レベルのデー タや メ ッシュ形式のデ ータが多い

こと,個 別的なデー タ構築 のためにオーバ レイ解析への

対応度が低い こと,地 域計画 レベル のデータ基盤では整

備範囲及び利用条件 に制限が あること,以 上の3点 を明

らかにした.一 方,民 間企業 によるデー タ基盤 は企業に

よってデー タ項 目や フィーチ ャータイプが異 なってお り,

構築 作業の前段階において明確なGISデ ー タベースの定

義 が必要であることを明示 した.

第3章 では,地 域開発活用型GISデ ー タベースの構築

要件 を整理 し,こ の要件 を満たす新 しい手法 としてデー

タ統合 に重点を置 くマニュス クリプ ト作成方式 を考案 し

た.ま ず,地 方 自治体が作成す るマニ ュアルデー タにつ

いて考察 し,既 存のマニュアル デー タは 自治体間及びデ

ータの主題 間で品質が異 なっていること,自 治体によっ

て管理方法に差異があ るこ とを実証 した.そ のため,こ

れ らのマニュアルデータをデータ ソース として利用す る

ためには,必 要 な情報の抽出,複 数の 自治体間での形状

精度 の統一,相 互に関連す る空間デー タの統合が不可欠

であ り,特 に,地 域開発型データベースではオブジェク

ト間の相対的位置関係 が重視 され るため,空 間デー タの

統合が最 も重要な構 築要件であることを指摘 した.さ ら

に,マ ップデ ジタイズによるデー タベース構築手法 とし

て,GIS入 力 の前段 階において空間データの統合処理を

実行 したマニュス ク リプ ト(入 力原図)を 作成す る新た

な手法 を開発 し,マ ニュス ク リプ ト作成方式 と定義 した.

この方式は,必 要なデー タの抽 出やオブジェク トの完全

性 の補正を 目的 とした従来型 の計測基図 とは本質的 に異

なることを示 した.さ らに,本 方式に よって実際にモデ

ルデ ータベ ースを構築 した結果,一 連 のプロセスは18

の作業ステ ップにシステ ム化 できることを示 し,各 作業

ステ ップの具体的,且 つ詳細な作業内容 を示 した.

第4章 では,3つ の評価に よってマニュス ク リプ ト作

成方式の有効性を実証 した.第1に,デ ー タベー スを適

応 した開発適地選定の最終的な評価結果が初期段階の開

発適地判定 として妥 当で あるこ とを確認 した.す なわち,

評価の基盤 となるデ ータベースには精度誤差及び レイヤ

ー間の論理整合性 エラーに関す る問題 は皆無であ り
,デ

ー タベースの総体的な品質が適切である と判断できるこ

と.第2に,自 然環境データの統合処理 のプ ロセ スとそ

の結果を考察 した結果,本 方式 はス リバーポ リゴンの除

去 に大きな効果があ り,デ ータベースの品質が大 きく向

上 していることを明 らかに した.さ らに,自 然環境デー

タを統合 したITUM(lntegratedTerrainUnitMap)

を評価因子 とす る3つ の評価結果はデー タ統合 によって

大 きく変化 してお り,適 正な評価 を実行す るためにはデ

ー タ統合処理の的確性が重要 であることを論証 した .最

後 に第3の 評価 として,自 然環境データの属性相 関を推

定 し,統 合デー タベー スのオブジェク トの属性 に相関推

定を適応 した結果,統 合前の個別作成デー タと比べて,

デー タ間の属性 相関の整合性 が大 きく向上 していること

が明 らか となった.以 上の考察か らマニュス クリプ ト作

成方式は,地 域開発 の適地選定 を目的 としたマ ップデジ

タイズによるデータベースの構築において,き わめて有

効 な構築手法であ るこ とを証明 した.

第5章 では,第2章 か ら第4章 までの研究結果 を総括

して,結 論 とした.



論文調査の要旨

地理情報 システ ム(GIS)は,空 間情報 と属性 情報が

統合処理できる画期 的な空間情報処理技術であ る.特 に,

環境 計画 との一 体化 が求 め られ る大規模 な地域 開発 計

画の立案においては,オ ーバ レイ解析 とともに,そ の技

術的 な効果 が高いだけに大きな注 目を集 めている.と こ

ろで,GISは デジタル化 され た地図情報 をデータベース

として使用す ることか ら,GISの 価値 はデー タベー スの

品質 によって第一義 的に決定 され ると考え られる.本 格

的に構築 されたデータベースは,一 旦,構 築 され る とそ

の汎用性が非常に高いが,そ の構築には多 くの時間と費

用が費や され るために,利 用 目的に応 じたデータベース

の構築には慎重な対応が求め られ る.

ところで,デ ータベースの構築には地図情報 の入力が

不可欠 となるが,そ の方法 は,マ ップデ ジタイズの場合,

大 き くは,各 種の地図 をスキャナーで読み取 るスキャナ

ー方 式 とデ ジタイ ザーで入力す るデ ジタイ ザー方式 が

一般的である.こ れ らの方法 は,地 図のデジタル化の入

力方法 としてきわめて作業効率が良いこと,ま た,わ が

国へのGISの 導入過程において個々の紙地図のデ ジタル

化が先行 した ことか らGISの データベースの構築方法 と

して,現 在,広 く慣用 され てい る.し か しなが ら,こ れ

らによ り入力 され たデータベースを基 に,地 域開発 計画

の立案に不可欠なオーバ レイ解析 を行 うと,重 大な欠陥

が露呈す ることになる.そ の最大の欠陥は,ベ ース地 図

の確 定がない ままに個 々の環境情報 地図が個別 にデ ジ

タル化 され るために,オ ーバ レイ解析の段階でス リバー

ポ リゴンを無数 に発生 させ ると同時に,属 性相関が論理

的に整合 しないデー タが作 られ るこ とである.し たがっ

て,GISを 活用 した地域開発 計画 の立案のためのデー タ

ベースの構築には,こ れ らに代わる新 しいデー タベー ス

の構築方式の開発が求め られ る.

本論文は,わ が国おけるGISの デー タベースの品質 に

ついて,そ の基盤 となる地図情報 の現状 とこれ らをデ ジ

タル化す る上での問題 点を整理す る とともに,GISを 活

用 した地域 開発 計画 の立案 におい て有用 となるデ ー タ

ベースの構築に関 して ,18の 作業 ステ ップか らなるマニ

ュス ク リプ ト作成方式 を体 系的 なシステム として提案

し,そ の有効性 について検証を行 った ものである.

まず著者は,わ が国の地図に関す るデー タ基盤 の整備

状況 について詳細な調査 を行 い,そ の現状 と問題点 を把

握 してい る.こ の結果,地 図管理は該 当す る地方公共団

体が当た るが,そ の精度は地方公共団体 によって異な る

ために,ベ ー スとなる地図そのものに不連続性 がみ られ

るこ と,ま た,デ ー タの主題や管理に よって地図データ

の品質が異なること,公 共機 関が提供す る地図デー タは,

小縮尺の国土 レベル か,メ ッシュ形式のデータが多い こ

とを明 らかに している.

続いて,こ うしたわが国の現状 を精査 した上で,地 域

開発活用型GISデ ー タベースの構築要件 を整理 し,デ ー

タ統合 に重 点を置い たマニ ュス ク リプ ト作成方式 を考

案 し,一 連の作業システ ムとして提案 している.こ のマ

ニュスク リプ ト作成方式 は,予 めGISの ための入力の事

前段階 において,い わゆる,手 作業でべ 一スマ ップを基

に入力原図を作成す るものであ り,こ うした作業過程 を

組 み入れ る ことに よって個 々の地 図情報 の形状精度 の

差 異や相互 に関連す る空間デー タの統合 を可能 とす る

ものである.さ らに著者 は,こ のマニ ュスク リプ ト作成

方式 を実際のデー タベースの構築 に適用 し,18の 作業ス

テ ップか らなる一連 のシステ ム として実用化 している.

次いで,著 者 は,マ ニュスク リプ ト作成方式の有用性

を検証 している.検 証 の結果,こ の方式によって構築 さ

れ たデータベースは,精 度誤差及び レイヤー間の論理整

合性のエラー に問題 が無い こと,自 然環境データの統合

処理 にお けるス リバー ポ リゴンの除去 に大 きな効果 が

み られ ること,さ らに,デ ータ間の属性相関の整合性が

大 き く向上 してい ること,以 上の3点 を明示 している.

以上要す るに本論文 は,GISを 活用 した地域開発計画の

立案 に不可欠 なデータベースの構築に関 し,18の 作業ス

テ ップか らなるマニュスクリプ ト作成方式 を体系的なシ

ステム として提案 し,そ の有用性 を検証 した もので,地

域計画学及び都 市計画学に寄与す るところが大きい.よ

って,本 論文 は博 士(人 間環境学)の 学位論文に値す る

もの と認 める.

氏名(本 籍)池 添昌幸(香 川県)

学位記番号 人間環境学博士 甲第18号

学位授与の日付 平成12年4月28日

学位論文題目 旧法期土地区画整理事業に関する計

画史的研究

論文調査委員

(主 査)九 州大学 教授 竹下輝和

(副 査)〃 〃 福田晴虔

〃 〃 〃 萩島 哲

論文内容の要旨

1919年 都市計画法(旧 法)期 の土地区画整理事業は住

宅地の開発を目的とした郊外地開発型土地区画整理を中

心に施行されてお り,我 が国初期の住宅地計画として位

置づけることができる.一 方で旧法期の土地区画整理事

業は都市計画の実現手段の一つでもあり,任 意事業であ

る組合施行土地区画整理においても都市計画道路及び公

共施設の整備が実行 されている.こ の意味で郊外地開発



型土地区画整理は,住 宅地計画 と都市計画 とい う2つ の

計画的な考慮が必要であったといえる.

ところで,戦 前における住宅地計画の理念の一つは規

格統一(ス タンダーディゼイション)で あったと考えら

れる.つ まり,保 安衛生上過度の密集を避けるため敷地

の形状及び規模は一定の規格に統一するのが最も有効な

宅地割であるとい う考え方である.こ うした考え方が我

が国の均質で画一的な住宅地計画の基本的概念 となって

お り,従 って,我 が国における住宅地計画理論の歴史的

背景 と経緯を考察することは,脱 画一型の新しい計画理

論を構築する上できわめて重要な研究課題である.

本研究は,旧 法期における郊外開発型土地区画整理事

業を対象 として街区,画 地の形状及び規模,配 列方法を

規格統一の視点から分析し,そ の計画理論及び計画実態

を解明するものである.

本論文は,全6章 で構成する.

第1章 は序論であり,本 研究の背景 と意義,目 的につ

いて述べた.

第2章 は,旧 法期土地区画整理事業の計画理論及び実

態分析の基本的視座を得るため,近 代期における我が国

及び欧米の住宅地計画の理念と方法について戦前の雑誌

記事をもとに考察 した.そ の結果,我 が国の住宅地計画

は,敷 地面積 と道路の構成及び幅員 といった個腹的な計

画理念の積み上げによって成立していることを指摘 した.

そのため,欧 米の計画事例に対 して低密度の計画である

こと,具 体的には敷地単体の空地面積が注 目され,田 園

都市や田園郊外の計画的特徴である小集団構成による敷

地割の計画手法に対する認識は低く,我 が国の住宅地計

画の理念形成に対して影響を及ぼすまでには至らなかっ

たことを明らかにした.

第3章 では,土 地区画整理の計画理論 とその成立過程

を戦前の雑誌記事及び全国的に統一された公的な設計標

準より考察 した.ま ず,土 地区画整理では敷地及び街区

の単体形状が最も重視されてお り,こ の2つ の計画単位

が全体の計画を規定していることを示 し,1933年 の内務

省による 「土地区画整理設計標準」によって理論的に確

立していることを論証 した.さ らに,「土地区画整理設計

標準」は伊部貞吉が達観的に定めた 「震災復興土地区画

整理方針」,並びに,愛知県都市計画課が独自に定めた「愛

知県標準」の2つ の提案を折衷する形式で成立してお り,

理論的根拠が明確にされないまま街区標準,画 地標準と

い う単体標準を示す方法が定着していることを実証した.

第4章 では,福 岡県の土地区画整理事業の推進体制を

行政組織及び人的側面から考察した.ま ず福岡県が土地

区画整理の先進地域であることを事業実績の全国比較に

よって実証した.次 に,福 岡県の事業推進の要因として

福岡県独自の制度的 ・組織的整備,土 地区画整理を業務

としない都市計画委員会職員による実務的研究の成果,

長期にわたって各市に駐在 した熟達 した実務技術者の存

在,以 上の3点 を明らかにした.ま た,県 都市計画課は

組合施行土地区画整理を都市計画の唯一の実現手段 とし

て位置づけてお り,こ のことは旧法都市計画の特徴であ

る都市計画委員会制度が潜在的要因となっていることを

論証 した.さ らに,具 体的な計画の立案及び決定につい

て都市計画委員会職員が街区レベルの基本計画を立案し,

その後,駐 在員及び市土木課が画地 レベルの詳細な計画

を行ってお り,計 画主体が分離 していることを明らかに

した.

第5章 では,換 地処分時と組合設立時の2つ の時期に

おける街区,画 地の形状及び配列方法を分析 し,組 合独

自の標準及び全国標準 との関係を考察した.ま ず,組 合

独 自の標準において街区標準は長辺100m～120m,短 辺

40m～50mに 共通性がみられ,全 国標準よりも短辺が深

い設定となっていることから福岡県独 自の標準の採択を

明らかにした.ま た,組 合設立時の計画でも街区短辺が

重視される傾向が強く,さ らに,幹 線道路沿に街区長辺

を配置するとい う福岡県全体の計画的方針の基底を実証

した.一 方,画 地レベルの計画は組合設立時において画

地間口と配列方法の点で組合独自の特徴がみられ,初 期

の段階で明確な標準化の意図があることを明らかにした.

さらに,組 合設立と換地処分時の計画を比較 した結果,

画地レベルの変更に加えて街区レベルの変更が行われて

お り,そ の計画変更は複数の街区を統合 して大規模な街

区を形成する 「市街地対応型」と区画道路の線形及び街

区割を変更する 「農地残存型」の2つ のタイプに分類で

きることを示 し,そ れぞれの計画変更要因を画地所有の

関係か ら明らかにした.

第6章 では,第2章 から第5章 までの研究成果を総括

して,結 論 とした.

論文調査の要旨

土地区画整理事業は,わ が国における独 自の都市計画

事業であり,近 代の有力な住宅地開発の計画的な事業で

ある.現 在の大都市の既成市街地は,旧 法期時代に取り

組まれた土地区画整理事業による開発でその骨格がつ

くられている.こ うした土地区画整理事業は,画 期的な

都市計画事業であるとの評価がある反面,住 宅地計画の

視点からは,画 地と街区との構成が2列 背割 り型のきわ

めて画一的な空間計画であり,コ ミュニティ計画に対す

る計画的な配慮が希薄で,且 つ,換 地処分の事業実施後

の市街地形成において,狭 小宅地を発生させ,必 ずしも

良好な住環境を形成 していない等批判の大きい側面も

ある.現 在,こ うした旧法期時代の土地区間整理事業が

実施された既成市街地において,現 況の都市基盤を再整

備するか否かに,重 大な関心が集まっている.

さて,こ れまでの土地区画整理事業に関する研究は,

事業の成否を決定する法的制度のあり方,即 ち,換 地処



分等の法制度史に関する研究が中心であり,画 地や街区

の形状や規模等土地区画整理事業のフィジカルプラン

やそれを作成 した計画理念や原理,並 びに,計 画作成の

プロセスや計画の事後評価を対象 とした研究はきわめ

て少ない.特 に,画 地に関する研究的な分析は,換 地処

分をめぐる事業実施後の法的な係争が影響 していてほ

とんど取り組まれていない.

本論文は,こ うした問題意識を背景 として,旧 法期土

地区画整理事業の具体的な事例の歴史的な検証 を行 う

中で,こ の事業の計画的原理である標準設定型計画理論

の成立過程を詳細に明 らかにするとともに,画 地及び街

区の形状 と規模を計画決定 した行政組織体制等の計画

実態 を史的に考察 したきわめて先駆的な計画研究であ

る.

著者はまず,旧 法期における主な研究雑誌であった

「都市公論」と 「区画整理」に発表された画地と街区に

関する研究論文及び公的設計標準 として公表された 「震

災復興土地区画整理方針」(1923年),「 土地区画整理私

案」(1924年),「 土地区画整理審査標準」(1927年),「 土

地区画整理設計標準」(1933年),以 上4つ の技術提案を

詳細に考察している.こ の結果,わ が国の土地区画整理

事業において貫かれてきた計画理論が,街 区計画よりは

むしろ画地計画を重視 した計画理論,即 ち,街 区の集合

形式を計画上の優先的諸元 とするのではなく,む しろ,

個々の敷地を計画の原単位 として住宅地計画を行 う画

地決定論であったことを論証している.さ らに,こ の計

画理論が,当 時の時代性を反映した工業製品の品質を保

証する近代的な規格統一理念に基づいていたことを明

らかにするとともに,わ が国において欧米から近代的な

住宅地計画の理論的な導入がなされながらも,コ ミュニ

ティの集合形式による小集団の空間構成を基本 とした

住宅地計画が実際に定着 しなかった歴史的制約を論証

している.

続いて著者は,福 岡県における旧法期土地区画整理事

業の計画及び実施の事例検証を行い,そ の詳細な計画実

態を分析 している.ま ず,旧 法期時代の市街化の状況 と

事業実績をもとに福岡県の土地区画整理事業について

全国的な史的位置づけを行い,福 岡県の土地区画整理事

業が地方における先導的な事例であると同時に,設 計標

準が確定された後の事業集積の顕著さか ら,大 都市先進

地域とは異なった計画実態を持っていることを明示 し

ている.中 でも,福 岡県独自の土地区画整理事業の行政

組織体制である駐在制度に注 目し,当 時の県都市計画委

員会事務局技師 と,駐 在員及び市土木課所属技師による

土地区画整理事業の人的推進体制についてその構造的

な問題点を指摘 している.即 ち,福 岡県の土地区画整理

事業の推進においては,前 者の県都市計画委員会が街区

計画を骨格とした基本計画を立案 し,後 者の駐在員及び

市技師が換地設計を含んだ画地計画 を行 うとい う計画

策定の二重構造が画地決定論に大きく影響 したことを

明らかにしている.

最後に著者は,福 岡県における旧法期土地区画整理事

業における組合設立時と換地処分時の画地 と街区の形

状及び規模を詳細に捉え,個 々の事業の計画変更のプロ

セスを精査 ・分析 している.特 に,計 画当初の画地に関

する標準化の強い意志はみられたものの,実 際には換地

処分の段階で標準画地の設定が崩れてお り,画 地決定論

による画地 ・街区の空間構成に計画的な乖離があったこ

と,ま た,街 区の計画変更が 「市街地対応型」と 「農地

残存型」に大別できることを明らかにしている.

以上要するに本論文は,わ が国における旧法期土地区

画整理事業のフィジカルプランの計画理論を検証 し,規

格統一を理念 とする画地決定論による標準設定型計画理

論の成立過程を明らかにするとともに,そ れが適用され

た事業事例についての詳細な計画実態を分析する中から

事業推進の行政組織体制における計画主体の歴史的制約

を論証 したもので,都 市計画学及び建築計画学に寄与す

るところが大きい.よ って,本 論文は博士(人 間環境学)

の学位論文に値するものと認める.

氏名(本 籍)秋 元一秀(熊 本県)

学位記番号 人間環境学博士 甲第19号

学位授与の日付 平成12年4月28日

学位論文題目 土地形質からみた単路型在郷町の空間

構成に関する研究
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(主 査)九 州大学 教授 竹下輝和

(副 査)〃 〃 福田晴度
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論文内容の要旨

在郷町の多 くは一本の主要道路に沿って町の形成がなさ

れる単路型在郷町である.単 路型在郷町の町屋敷地の間

口は,城 下町同様,均 一性 と階層性を示 し町立てにおけ

る重要な指標である.一 方,奥 行に関しては,町 の周辺

は宅地化 されず,街区形態にともなう制約も少ないため,

主要道路に面 した表 とその裏,ま た,町 屋敷地相互では

その構造が異なっている.即 ち,奥 行はこれまでの研究

では分析対象 となっていないが,単 路型在郷町の空間構

成を決定する重要なファクター と考えられる.さ らに,

奥行は社会生活的側面に対応 してお り,そ の変容過程を

捉える必要がある.本 研究は,主 要道路沿いに連続する

周辺地区を分析範囲に含め,単 路型在郷町の特質を土地



特性に求め,そ の空間構成を明らかにしたものである.

具体的には,町 割及び敷地割の町立て時の形態的特質と

その後の変容を主に奥行方向から分析 し,町 屋 と町屋敷

地,並 びに,町 屋敷地と街区の関係を考察した.論 文の

構成は町屋に関する部分を第1部,町 割及び敷地割に関す

る部分を第2部 とし,序 として第1章 において全国の在郷

町の概要及び対象とする在郷町の位置付けを行った.

第1章では,全 国の在郷町は宿場町が過半を占めるが,

対象地域の四国地方は宿場町が少なく,固 有の都市構造

の影響を強く受けていない在郷町が多く成立 していたこ

とを明 らかにした.ま た,町 の形状,成 立年代,世 帯数

及び人口に関する傾向は全国と四国地方で共通 していた

ことを示 した.

第1部 は第2章 と第3章からな り,第2章 では,愛 媛県内子

八日市を対象に,明治初期において町屋敷地の所有者の7

割強が,そ の背後に連続 して農地(以 下,後 背地とする)

を所有 していることから,こ うした後背地の存在が八日

市の主たる特性であると判断し,そ の上で町屋について

の考察を行った.町 屋では,周 辺地区において主であっ

た便所以外に附属屋を持たない主屋一棟型が2割を占め,

その主屋規模は周辺地区の家屋 とほぼ同じであ り,そ の

多くが後背地をもつとい う特性を明示 した.ま た,複 数

の附属屋を持つ附属屋連結型の町屋でも,そ の配置構成

の上で敷地に対 し一団の領域をつくる傾向の弱いものは

後背地を持つ場合が多く,こ れ らは主屋一棟型 と共通す

る特性を持つことから,農 業と関係を持つ町屋の性格で

あることを明 らかにした.さ らに,平 面構成は間口方向

に2列,奥 行方向に2室 設ける傾向があり,農 業 との関

係が窺える町屋では,食 事空問を農作業空間との連続性

を確保しなが ら設けるため,道 路から奥側に配置 し,な

かには釜屋や茶の間を主屋から背後に張 り出した形態を

とることを示 した.

第3章 では,高 知県伊野,徳 島県貞光,愛 媛県丹原及び愛

媛県吉野における現存する町屋から,そ の平面構成の特

性を考察した.平 面構成は有力商人の町屋を除いて,間

口方向に居室が1列の場合は奥行方向に3室に,間 口が2

列になると奥行は2室になる傾向が示 された.ま た,農 業

との関係を持つ町屋は間口方向に2列,奥 行方向に2室の

平面型で,し かも,後 背地を持つ場合はそこへの動線の

確保など連続性が考慮された配置構成になっていること

を明 らかにした.さ らに,伊 野では台所と食事の空間か

らなるカマヤが主屋から分離 した形式の町屋があり,伊

野が分棟形式の民家の分布域にあたることから,こ うし

た民家との関係性を示 した.

第2部 は第4章 と第5章からなり,第4章 では,内 子八日

市及び六日市を考察 とした.江 戸期から明治初期にかけ

て,町 屋敷地は奥行方向に分筆が行われるものがあり,

その変容形態は町屋敷地の所有者の社会的階層に対応 し

ていることを明らかにした.町 屋形態や農地所有から農

業との関係が窺える層は分筆及び地 目変更を行い後背地

として所有するとい う変容を明らかにした.明 治以降の

変容として,全 体的には後背地が宅地化され農地は減少

する傾向にあるが,農業従事者の農地は保持され,また,

製蝋業者は町屋敷地の背後に蝋の晒場 として物干場や畑

を所有 し,そ の規模は生産量と相関することを示 した.

さらに,長 方形街区では主要道路と並行に走る背後道路

に面した敷地の宅地化がみ られるが,そ の進行は街区の

奥行長 さにより異なることを明らかにした.

第5章 では,藩が近世に入 り未開の地に計画的に町立て

した愛媛県丹原町丹原 と松野町吉野を考察した.町 はそ

の領域を道路等により周辺地区と明確に分離 し,周 辺地

区への土地所有も少なく,周 辺地区との関係がほとんど

みられないことを示した.明 治以降の町屋敷地の変容と

しては,丹 原における奥行方向の分筆が顕著であった.

その分筆は町の南側街区で,間 口の小さな町屋敷地に多

く,し かも,分 筆後の背後道路沿い敷地の多 くは農地に

地目変更されていることから,丹 原における半農半商的

な生活の実態を明 らかにした.さ らに,こ の奥行方向の

分筆により形成 された奥側の農地は,周 辺地区に比べ宅

地化の進行が遅 く,こ れは内子同様,街 区の奥行長 さが

関係 していることを示 した.

終章では,第1章 から第5章までの研究成果を総括 して,

結論 とした.

論文調査の要旨

建築計画にとって敷地はきわめて肝要な条件である.敷

地の条件は,そ の土地の環境条件や土地そのものの場所

性等によって大きく規定されるが,中 でも,土 地形質で

ある道路に接 した間口と奥行きの形状及びその敷地規模

が最も重要な規定条件 となる.こ うした土地形質は,宅

地が散居の場合は,家 屋の建築計画においてその制約が

緩やかであるが,集 居の場合は非常に強い制約条件 とな

る.ご く一般的な土地形質の形式は,敷 地の間口がきわ

めて狭小で,且 つ,奥 行きの深い,い わゆる,町 屋形式

と,間 口と奥行きの比がほぼ同じである民家形式に大別

される.と ころで,町 屋形式については,都 市域 と同時

に,村 域においてもみられるが,こ れまでの建築学の研

究では,そ の中心は前者の都市域の町屋形式で,既 に,

多くの貴重な研究成果がある.

本論文は,村 域において一本の主要道路に沿って町屋

が形成された単路型で,且 つ,港 町や門前町等のように

固有の都市構造を持たない在郷町,即 ち,単 路型在郷町

の空間構成について土地形質の特性から考察 したもので

ある.具 体的には,四 国地方の単路型在郷町,即 ち,計

画的作用の強い町立て型在郷町(愛 媛県丹原町丹原,愛

媛県松野町吉野)と,近 世の商工業の経済的活動を基に



派生した発展型在郷町(愛媛県内子町八日市及び六日市,

高知県伊野町伊野,徳 島県貞光町貞光)の 二つのタイプ

の単路型在郷町の土地形質について,『段別畝順帳』,『地

価一筆限帳』及び 『建物調帳』等の歴史的文献を基に詳

細に検証 し,さ らに,現 況の町屋屋敷の実態をフィール

ドワークによって精査することによって,そ れぞれの土

地形質の特性を明らかにし,単 路型在郷町の空間構成を

考察 している.

本研究の特記すべき着眼点は,こ れまでの町屋の研究

が,敷地の間口条件にその中心を置いていたのに対 して,

こうした間口条件 よりはむしろ敷地の奥行き条件(奥 行

きの大きさやその背後にある後背地の規模と土地の利用

形態等)に 分析の重点を置いていることである.本 論文

の成果は,次 の4点に集約される.

1)発 展型在郷町の場合,ほ とんどの町屋屋敷がその背

後に後背地を持ち,そ の土地利用の形態は農地である.

家屋は,一 部に主屋一棟型があるものの,大 部分が付属

屋連結型であり,い ずれの町屋屋敷においても後背地を

持つものは,家 屋の規模や付属屋の種類等周辺地域の民

家との共通性が高く,農 業との関連が強い町屋形式 とな

っている.

2)町 立て在郷町の場合,主 屋は間口方向に部屋が1列

に並ぶ1列型で,且 つ,奥 行き方向に3つの部屋が並ぶ3

室型,即 ち,1列3室 型がほとんどである.発 展型在郷町

の場合,2列2室 型の町屋が多くみられるが,中 でも後背

地を持つものは,後 背地からの動線が確保 されやすい諸

室の配置構成となっている.ま た,町 屋の主要な部屋で

あるカマヤや接客室のあり方に周辺民家の影響がみられ

る.

3)発 展型在郷町の場合,明 治期以降の主な変容は,地

租改正による町屋屋敷と後背地との分筆化とその宅地化

である.宅 地化は,30坪 以下の屋敷が拡大されたものと

奥行きが50間以上ある屋敷の背後道路沿い宅地化が顕著

である.

4)町 立て在郷町の場合,道 路によって町家屋敷は周辺

地域 と明瞭に区分され,且 つ,後 背地はほとんどみ られ

ない.明 治期以降の主な変容は,奥 行きの大きさや屋敷

配置の方位に応 じて分筆化や宅地化に大きな相違がみら

れ る.

以上要するに本論文は,四 国地方の単路型在郷町の典

型的な町立て型在郷町及び発展型

在郷町の土地形質の特性を,『段別畝順帳』,『地価一筆限

帳』及び『建物調帳』の歴史的文献を基に詳細に検証し,

さらに,現 況の町屋屋敷の実態をフィール ドワークによ

って精査することによって単路型在郷町の空間構成を考

察 し,町 屋の建築計画における敷地の奥行き条件の優位

性を論証 したもので,建 築計画学及び建築史学に寄与す

るところが大きい.よ って,本 論文は博士(人 間環境学)

の学位論文に値するものと認める.
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論文内容の要旨

夏季の空調需要は,電 力需要における季節間,昼 夜間

格差をもたらし,発 電設備の稼動率を悪化 させるだけで

なく,地 球環境などの深刻な社会問題にも影響を及ぼし

ている.こ のような状況の中,電 力負荷平準化方策の一

つとして,電力需要の少ない夜間の電力を積極的に使い,

冷(温)熱 を蓄え,空 調時間帯に放熱するという蓄熱式空

調システムが普及 しつつある.し かしながら,蓄 熱槽の

構築によって,空 調システムのイニシャルコス トが増加

する.ま た,蓄 熱式空調システムにおいて,適 切な運転

制御を確保 しないと,消費電力量が多くなる恐れがある.

本論文は,水 蓄熱式空調システムのコンパク ト化や高効

率化手法について詳細な検討を行ったものである.

まず,1997年 に竣工した延べ床面積約3万 ㎡の新築事

務所ビルで採用された大温度差水蓄熱式空調システムを

対象に実測調査を行い,大 温度差水蓄熱式空調システム

の基本性能を把握するとともに,そ の実用性および省エ

ネルギー性を明 らかにした.次 に,高 効率大温度差水蓄

熱式空調システムの構築手法を提案 し,現 場実験により

手法の効果を確認した.さ らに,実 測や現場実験におい

て検討できなかった点について,つ ま り他の空調システ

ムに比べ,大 温度差水蓄熱式空調システムの消費エネル

ギー特性やコス トメリットなどについて定量的な比較を

シミュレーションによって検討 した.

第1章 では,本 研究の背景 と目的を整理し,水 蓄熱式

空調システムに関連する既往の研究および本論文の構成

について述べた.

第2章 では,大 温度差水蓄熱式空調システムの実測調

査を行った.1998年 夏季および冬季の実測データ解析に

よって,対 象システムの熱源機器蓄熱運転状況や蓄熱槽

内温度分布,水 一水熱交換器廻 りの温度,流 量および室

内温熱環境などの基本性能を把握した.ま た,蓄 熱効率

や熱源夜間移行率,空 冷ヒー トポンプチラーおよびシス



テムの成績係数 な どの評価指標 に より,対 象 システムに

関す るエネルギー評価 を行 った.当 初,高 温域大温度差

水蓄熱式空調システ ムにおける標準 品コイル の除湿能力

低下や室内湿度 への影響が懸念 され たが,今 回の実測調

査では,執 務室の室内温度お よび相対湿度 はいずれ も室

内環境基準 を満 た し,快 適で あることが確認 された.実

測調査結果 によ り,大 温度差水蓄熱式空調システ ムの十

分 な実用性お よび省エネル ギー性が確認 された.

第3章 では,高 効率大温度差水蓄熱式空調システムの

構築手法を提案 し,対 象空調 システムにおいて現場実験

を行 った.ま ず,蓄 熱槽 より水 一水熱交換器へ の送水温

度 を確実に制御 し,送 水限界温度 を高 くとることによ り,

蓄熱槽効率の向上を図った.こ れに よって,蓄 熱槽効率

が70%よ り80%に 向上 し,蓄熱槽の コンパ ク ト化 が図れ る

ことを確認 した.次 に,空 冷 ヒー トポンプチ ラーの入 口

水温度 を12℃ か ら14℃ に上げることによ り,空冷 ヒー ト

ポンプチラー の高効率運転を図った.入 口水温度 の上昇

によ り,空 冷 ヒー トポンプチラーの成績係数は約0.22

～0 .23上 昇す ることが確認 され た.さ らに,冷 水3次

ポンプの流量 を絞 ることに よって搬 送用動力の削減 を図

った.冷 水3次 ポンプの流量 を80%に 絞 った場合,冷 水3

次 ポンプの電力量は約20%削 減 され た.以 上の結果 よ り,

蓄熱温度差12K,水 一水熱交換器 の温度差10Kと す る方

法 が有効 と考 え られる.

なお,既 設水蓄熱式空調システ ムにおいて も,空 冷 ヒ

ー トポンプチラーの入 口水温度 を上げ るこ とにより熱源

機器 の高効率運転が期待で きる.

第4章 では,シ ミュ レーシ ョンによ りケーススタデ ィ

を行い,大 温度差水 蓄熱式空調 システムの消費エネルギ

ー特性や コス トメ リッ トな どについて検討 した .各 空調

システ ムにお ける夏季3ヶ 月間の積算電力量 は,非 蓄熱

式空調 システ ムに比べ,一 般水蓄熱式空調 システムの場

合7～19%,大 温度差水蓄熱式空調システ ムの場合5～15%

増加す る.ま た,熱 源夜間移行率の上昇 に伴い,積 算電

力量も増加す る.し か し,熱 源機器 電力量の うち60%以

上が夜間電力量 にな るため,空 冷 ヒー トポンプチラーの

成績係数は非蓄熱式空調 システムに比べ,一 般水蓄熱式

空調 システムの場合0.13～0.45,大 温度差水蓄熱式空調

システ ムの場合0.15～0.47上 昇 し,一般水蓄熱式空調 シ

ステムに比べ大温度差水蓄熱式空調システムの搬送用電

力量は8～11%削 減 され る.

また,い ずれの水蓄熱式空調 システムにおいて もピー

ク時間帯電力量 は減少 し,非 蓄熱式空調システムに比べ,

一般水蓄熱式空調 システムの場合59～74%
,大 温度差水

蓄熱式空調システ ムの場合74～91%が 削減 され,電 力負

荷 平準化効果 が極 めて大 きい ことを定量的に明 らかに し

た.さ らに,冷 却除湿 コイルの除湿能力 は入 口水温度の

上昇 に伴い低 下す るが,高 温域利用の場合 もコイル列数

を増加す ることによ り,室 内相対湿度は平均で約60～

63%に 維持で きた.最 後に,蓄 熱 式空調システムを対象

とした業務用電力 量料金制度 を基に,各 空調 システムの

夏季3ヶ 月間の積算電力料金 を試算す る と,非 蓄熱式空

調 システムに比べ,一 般水蓄熱 式空調 システ ムの場合28

～32% ,大 温度差水蓄熱式空調システ ムの場合31～39%が

削減 された.2,3次 側ポ ンプ流量を絞 って,高 効率大温

度差水蓄熱式空調 システムについてシ ミュ レーシ ョンを

行 った結果,イ ンテ リアゾー ンの平均温度 に0.4Kの 上昇

が見 られ るものの,搬 送用電力量は さらに約11%減 少 し

た.

第5章 では,大 温度差水蓄熱式空調 システムの構築お

よび運転制御手法につ いて,前 章までに得 られた結論を

ま とめて総括 とした.

論文調査の要旨

本研究は,標 準型空冷チラーによる高温域大温度差水

蓄熱式空調システムを対象として,水 槽容量の削減,蓄

熱槽効率の向上,搬 送用動力の削減などのコス ト低減策

を提案 し,こ れ らの効果を実績値および計算値により定

量的に明らかにしたものであ り,建 築設備工学上価値あ

る業績 と認める.
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論文内容の要旨

本研究の 目的は,建 築物の骨組構造に組込まれ,そ の

強度 ・剛性を調整することが可能なため設計の自由度が

高く力学的に優れた水平抵抗要素としての耐震要素を開

発することである.こ こでは,靭 性に富み,簡 易に剛性

や耐力を調整することが可能でしかも施工性に優れてお

り上記の特徴を持つ と考えられるスリット入 り鋼板耐震

壁の開発を試みる.

近年,建 築構造物は,高 層化と平面 ・立面計画の多様

化が進み,そ れ と同時に,耐 震性の確保,並 びに居住性

の確保が強く要求 されるようになった.こ れに対し,高

強度 ・高品質の構造用新素材の開発により,骨 組の高層



化,多 様化のために必要とされる性能が実現可能になっ

てきている.と ころが構造用材料の高強度化は,構 造部

材のスレンダー化 ・水平剛性の不足につながり,純 ラー

メン構造で設計すると水平剛性が不足 し,こ れを補 うた

めに結局は部材断面を大きくする結果 となることが多い.

従って,高強度部材の性能を十分に発揮させるためには,

部材とは独立に水平力のみに抵抗できる構造要素を付加

する必要がある.

また,建 築物の性能評価,更 なる省人 ・省力化が求め

られる現代に於いては,簡 易に構造性能の予測が可能で

あることと製作 ・施工の単純化が求められる.

既に水平力に抵抗する種々の骨組構造用の要素が開発 さ

れているが,こ れまでの構造要素には一長一短がある.

従って,更 に①単純かつ経済的で,し かも②耐力 ・剛性 ・

変形能力の予測 ・調整が容易であり,③ エネルギー吸収

能力に優れた構造要素の開発が今後益々必要になってく

る.

本研究で開発する耐震要素には,こ れまでに開発され

た水平抵抗要素が持ち合せていない以下の特色があり,

上記①～③の要件を満たしている.

1)鋼 板にスリットを設けることにより,鋼 板は多重に

並んだ柱列の様相を呈し,全 体の水平挙動は,各 柱

の曲げ降伏で決まり,履 歴性状は紡錘形で安定した

ものとなる.

2)ス リット入 り鋼板耐震要素は,強 度 ・剛性の調整が

鋼板のスリット間隔,長 さおよび層数,鋼 材種を変

えることで容易に行える.

3)ス リット入 り鋼板耐震壁はディテールが簡単で設

計 ・製作 ・加工が容易であり,特 別に高度な技術を

必要としない.工 場で製作するので品質が安定 して

お り,柱,梁 の構造種別にとらわれず,現 場での取

り付けが簡単で,施 工性に優れている.

筆者は,ま ず,単 体のスリット入 り鋼板耐震壁の水平

加力実験および解析により,その構造性能を明らかにし,

耐震壁が安定 した挙動をするための設計法を提案 した.

更に,単 体の耐震壁 と架構に組込まれた耐震壁の挙動の

比較を行い,架 構内に於いても単体の場合と同様の靭性

に富む挙動,耐力および剛性が得られるか,また反対に,

耐震壁骨組の挙動へが及ぼす影響を調べ,本 耐震壁の実

用可能性および実用にあたって考慮すべき点を明 らかに

した.本 論文は,研 究の内容を述べ,本 耐震壁が上記1)

～3)の特徴を有し,現 代の水平抵抗要素に求められる先

述の①～③の要件を満たしていることを示したものであ

る.

研究は,耐 震壁の単体としての性状(単 体性状)を 詳

細に調べる部分(2,3お よび4章 に記 される)と,耐 震

壁が架構に組込まれて挙動する時の骨組と壁 との相互作

用を調べる部分(5お よび6章 に記される)の2つ に大

きく分けられる.

単体性状に関しては,ま ず,耐 震壁のスリット間隔と

鋼板の厚 さの比,ス リッ トの長さと間隔の比,ス リット

の層数と面外補剛法を変数 とする試験体および解析モデ

ルを対象 として実験 と数値解析を行い,解 析結果が面内

挙動をする耐震壁の実験挙動を再現し得ることを示 した.

実験および解析結果に基き,耐 震壁の変形 ・応力度分布

を分析し,耐 震壁の初期剛性 ・耐力評価式を提案した.

また,履歴曲線を簡易に予測できることを明らかにした.

大きな層間変形が生 じると面外補剛されていない耐震

壁は,逆S字 形の履歴曲線を示 し耐力劣化を伴 う不安定

な挙動をする.層 問変形角が0.02rad.ほ どの比較的大き

な層間変形が生じるまで安定 した挙動をするように設計

条件を設けることも可能ではあるが,本 耐震壁の最大の

長所の一つである耐力 ・剛性の可変領域を広く保つため

には,期 待 される耐震壁の構造性能に対 し適切な面外補

剛法を確立することが重要である.本 研究では実験に於

ける耐震壁のひずみデータから壁板および面外補剛スチ

フナの面外挙動を詳細に検討 し,ス チフナによる面外補

剛効果を明らかにし,適 切な面外補剛のための鋼製スチ

フナの設計法を提案 した.

骨組 と壁 との相互作用については,ま ず,鉄 骨門形骨

組に単体実験の試験体と同じスケールの耐震壁を組込ん

だ架構試験体に対して実験および数値解析を行い,数 値

解析結果が実験挙動を再現し得ていることを示 した.実

験および解析結果に基き,耐 震壁が骨組に組込まれるこ

とによる耐震壁および骨組の耐力および剛性の変化を,

単体の場合 と比較して明らかにした.ま た,耐 震壁と骨

組の接合部に関しても検討を行い,接 合部の設計法を提

案 した.

論文調査の要旨

本論文は建築骨組構造用の耐震要素として,構 造設計

上要求される耐力および剛性を,鋼 板の縦方向に入れる

スリットの間隔 ・長 さ・段数を変化 させることによって

調整でき,か つ建築計画上要求される長方形の開口を骨

組の柱間隔内に設けることが可能な新 しい形式の鋼板耐

震壁を開発 し,その構造性能および耐力・剛性評価法を,

単体耐震壁 と耐震壁付ラーメンの水平加力実験および

FEM解 析によって明らかにしたもので,建築構造学上価値

ある業績 と認める.
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論文内容の要旨

阪神 ・淡路大震災以降,地 震火災の被害軽減を目的とし

た木造密集市街地の防災まちづくりが震災対策の火急の

課題となっている.し かしながら,阪 神 ・淡路大震災か

ら6年 が経過した今 日においても,木 造密集市街地の防

災まちづくりの具体的な計画手法が確立されておらず,

そのためその防災まちづ くりは全国的に遅れているのが

実状である.

本論文は,こ うした現況を踏まえ,地 震火災の被害軽

減を目的とした木造密集市街地の防災まちづくりの計画

手法について新たな方法を提案 し,そ の有効性を検証し

たものであり,その主な成果は以下の3点 に要約 される.

(1)阪 神 ・淡路大震災の被災実態を基に,消 火活動が迅

速に行える消防水利の整備場所を的確に決定でき,さ ら

に消防署から消防車がその消防水利まで最短距離で到達

できるアクセス道路の防災性能を評価できる手法を提案

している.この手法を実際に木造密集市街地に適用して,

消防水利の整備や道路の防災性能の向上による火災被害

の軽減効果を視覚的に示 しながら,迅 速な消火活動が可

能 となる消防水利の具体的な整備場所や,地 震時の防災

性能が低いアクセス道路毎に沿道の木造建物 ・工作物の

具体的な誘導方法や整備方法などを提示できることを実

証 している.こ のようにまちづくりによる防災上の効果

を視覚的に示しながら,具 体的なまちづくり方策を提示

することで,計 画者は明確なイメージをもって計画を策

定できるとともに,住 民はまちづ くりの効果を的確に把

握 しながら,理 解を深めることができるとしている.ま

た,提 案 した手法を用いて,地 震火災の被害を最小限に

とどめるための具体的なまちづ くり方策を検証した結果,

迅速な消火活動が行えるように消防水利を適正に整備し,

さらに消防署から消防水利までの幅員4m以 上8m以 下の

アクセス道路に対して,沿 道の木造建物 ・工作物の適正

誘導や耐震性の高い非木造建物への建替え,ブ ロック塀

の生け垣化 といったような沿道の整備により,地 震火災

の被害を最小限にとどめ得ることが明らかにされている.

狭小な敷地が多い木造密集市街地では,道 路拡幅により

敷地が一層狭小となることから,ま ちづ くりが円滑に進

まないことが指摘 されており,こ うした中で道路の沿道

整備の有効性が科学的に検証されたことは,木 造密集市

街地の防災まちづ くりを進めていくうえで有用な知見 と

な りえる.

(2)平坦地に木造住宅が密集する市街地と傾斜地に木造

住宅が密集する市街地,木 造商店が密集する市街地とい

う,地 形や土地利用形態が異なる3タ イプの木造密集市

街地を研究対象とし,数 量化Ⅱ類分析を用いて,3タ イ

プの木造密集市街地毎に,地 震火災の被害拡大に影響す

る要因を街区と道路について詳細に分析 している.そ の

結果から,同 じ木造密集市街地でも,地 形や土地利用形

態によって,地 震火災の被害を拡大させる要因が大きく

異なることを示 し,地 震火災の被害を効果的に軽減 して

いくには異なる特性をもつ木造密集市街地毎に独自性の

あるまちづくりを展開する必要があることを指摘してい

る.さ らに地震火災の被害を拡大させる要因を検討対象

として,地 震火災の被害を軽減するための具体的なまち

づくりの方向性を客観的に導き出している.例 えば,街

区と道路の相関関係に基づき,平 坦地に木造住宅が密集

する市街地のまちづくりの方向性として,商 工業系建物

の適正誘導 ・老朽木造建物の建替え ・沿道建物の壁面後

退を伴った道路の拡幅 ・電柱の地中化 ・ブロック塀 ・石

塀の撤去又は生け垣化を一体的に行っていくような対策

を実施 していくことが効果的であるとしている.ま た,

これ らと住環境整備を有機的に連携 させていくことで,

効率的かつ合理的な防災まちづくりが可能になることを

示 し,今後の防災まちづくりに重要な示唆を与えている.

このように,数 量化Ⅱ類分析 という統計解析手法を用い

ることで,地 震火災の被害を軽減するための具体的なま

ちづ くりの方向性を簡易に導き出すことができるだけで

なく,計 画者の経験や直感に頼 りがちな計画づくりの客

観性,科 学性も向上することができるとしている.

(3)木造密集市街地の防災まちづくりを進めていくには

住民の協力が不可欠であるので,防 災まちづくりに関す

る様々な情報を理解 しやすい形で提供 して,住 民がまち

づくりの必要性を正 しく認識できるように,そ して行政

と住民の双方が十分な合意形成のもとでまちづくりを円

滑に展開できるように,GISを 活用 した防災まちづくり

支援システムを開発 している.こ のようにGISを 用いて

システム化することで,例 えば,① 市街地の危険性やま

ちづくりの効果などを視覚的に分か りやすい形で提供で



きるので,住 民のまちづくりへの理解を促進できる,②

計画策定に有用な情報を計画者に利用 しやすい形で提供

することで,計 画者の経験や直感による意思決定を支援

し,計 画案の妥当性,合 理性を向上させる,③ 計画策定

の作業効率を向上させ,計 画者の負担を軽減できる,④

大量かつ多様な情報に対する判断 ミスを防止できる,⑤

計画案をフィー ドバ ックして,簡 易に計画案の評価や修

正が行えるので,住 民 との合意形成を図りながら,円 滑

に計画が策定できる,な どの効果を得ることができたと

している.ま た支援システムは,こ こで示 した事例 と同

じ一般的な都市情報さえあれば,全 国の各都市に広 く分

布する木造密集市街地への適用が可能であり,汎 用性が

高いことを指摘 している.

論文調査の要旨

本論文は,地 震火災の被害軽減を目的とした木造密集

市街地の防災まちづ くりに着 目し,阪 神 ・淡路大震災の

被災実態や専門家の経験などに基づいた科学的な手法や

統計解析手法,お よびコンピュータソフ トウェアの技術

開発により,住 民と行政が連携して木造密集市街地の防

災まちづくりを具現化 していくための,客 観的かつ科学

的な方法を提案したものである.そ して実際の既成市街

地への適用を通 して,そ の有効性を検証するとともに,

地震火災の被害軽減だけでなく住環境上の課題 も解決し

ていくための具体的なまちづくりの方策を提示 している.

その結果,木 造密集市街地の防災まちづ くりの計画手法

について重要な知見を与えてお り,都 市計画学及び都市

災害管理学上寄与するところが大きい.よ って,本 論文

は博士(工 学)の 学位に値するものと認める.
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論文内容の要旨

各種建築構造物の構造設計は今後,性 能設計および限界

状態設計へ と移行する状況にある.限 界状態設計では,

使用限界状態および終局限界状態,さ らにその他の限界

状態を設定 し,そ れぞれの限界状態に対 して設計を行 う

ことになるが,部 材,水 平抵抗要素およびそれ らを組合

せた骨組に対 し適切な耐力および変形に関する構造性能

評価法を明らかにしておく必要がある.

本研究の目的は,地 震力に対応する荷重を受ける鋼 ・

コンクリー ト合成柱材の弾塑性挙動を明らかにし,そ の

構造性能評価法を提案することである.

本論文は7章で構成されてお り,以下に示すように大き

く3つに分けられる.

1)鉄骨鉄筋コンクリー ト柱材の弾塑性挙動 と復元力特

性の評価法(第2章,第3章)

2)鋼管 とコンクリー トの付着強度 とコンクリー ト充填

鋼管柱材の弾塑性挙動(第4章)

3)芯 鉄骨合成柱材の弾塑性挙動 と構造性能評価法(第

5章,第6章)

第1章 では本研究の目的と論文構成を示 している.
'第2章 では

,一定軸力 と繰返 し水平力を受ける鉄骨鉄筋

コンクリー ト(以下SRC)柱 材の載荷実験および弾塑性解

析を行い,柱 材の弾塑性挙動を調べた.SRC部 材は,鉄 骨

と鉄筋コンクリー トとを合成 した部材であるため,部 材

の弾塑性挙動に及ぼす影響因子が複雑であり,復 元力特

性に関 して未だ明らかにされているとは言い難い点があ

る.本 研究では柱材の弾塑性挙動に及ぼす影響因子 とし

て,作 用軸力,材 料強度,鉄 骨比,横 補強筋裏を抽出し,

それ らが柱材の挙動に及ぼす影響を調べ,降伏強度が235
-353MPaの 鋼材 と圧縮強度が20--40MPaの コンクリー ト

とを組合せたSRC柱材の復元力特性の評価式を提案し,本

評価式で既往の実験挙動を概ね評価できることを示した.

第3章 では,高 強度材料を使用したSRC柱材の偏心圧縮

力載荷実験および弾塑性解析を行い,柱 材の弾塑性挙動

を調べた.建 築構造物の高層化に伴い,SRC構 造でも材料

の高強度化に向けて検討する必要がある.本 研究では引

張強度が590MPaお よび790MPaの 高張力鋼を用いたときの

柱材の終局曲げ耐力の評価法および圧縮強度が50MPa級

の高強度コンクリー トを用いたときの柱材の最大耐力発

揮後の耐力劣化性状を含めた弾塑性挙動を明らかにし,

柱部材角が2/100rad.で の柱の曲げ耐力が一箱化累加強

度の90%を 下回 らないための,作 用軸力と高強度材料の

組合せの条件を示した.さ らに,第2章 で提案 した復元力

特性の評価式で高強度材料を用いたSRC柱 材の挙動を概

ね評価できることを示 した.

第4章 では,鋼管 とコンクリー トの付着強度の違いがコ

ンクリー ト充填鋼管(以 下CFT)柱 材の弾塑性挙動に及ぼ

す影響について調べた.建 築構造物において柱材をCFT



構造とする場合,一 箱に梁を鉄骨造とする.は りのせん

断力は直接柱鋼管に伝わるが,鋼 管内蔓に機械的なずれ

止めが無い場合,鋼 管とコンクリー ト間の付着強度が小

さいため,充 填コンクリー トに充分な軸力が伝わらず,

合成断蔓 としての力学的性能を発揮できない場合がある.

本研究では柱頭で鋼管のみに軸力を載荷することにより,

鋼管とコンクリー ト間の応力伝達上不利 となる条件のも

とで,鋼 管内蔓の突起の有無と軸力比を主な実験変数に

選び,一定軸力と繰返し水平力を受けるCFT柱材の載荷実

験を行った.普 帳鋼管を用いた柱材は合成断蔓として期

待する耐力 ・変形能力を発揮できない場合があること,

鋼管内蔓に突起を付けた鋼管を用いた柱材は,応 力伝達

上不利 となる条件でも鋼管とコンクリー トは一体となっ

て挙動 し,CFT特有の優れた構造性能を発揮することを示

した.

第5章 では,一定軸力と繰返 し水平力を受ける芯鉄骨合

成柱材の載荷実験を行い,柱 材の弾塑性挙動を調べた.

過去の国内外での大地震により鉄筋コンクリー ト(以 下

RC）造建築構造物は大きな被害を受けてきた.特 に高軸

力を受けたRC柱材がせん断破壊し,軸 力を保持できずに

崩壊したために建築構造物が層崩壊 した被害が多く見ら

れた.こ のような層崩壊は大地震の際に人命を守る上で

避けるべき崩壊形式であ り,高 軸力下におけるRC柱の変

形能力を向上させる必要がある.そ の補強方法の一つと

して,RC断 蔓の中心にせいの小さな芯鉄骨を挿入 した合

成断蔓とすることが考えられる.本 研究では芯鉄骨の断

蔓積,断 蔓形状および作用軸力などを主な実験変数に選

び,こ れらが柱材の弾塑性挙動に及ぼす影響を調べ,そ

の構造性能評価法を示 した.さ らに,芯 鉄骨をRC柱材に

挿入することにより,高 軸力下での柱材の変形能力を大

きく改善できることを示した.

第6章 では,主筋の座屈による抵抗力の低下を考慮した

弾塑性解析を行い,芯 鉄骨合成柱材およびRC柱材の弾塑

性挙動について調べた.本 解析で得 られた結旺は実験挙

動をよく追跡できることを示 し,RC柱 材は高軸力下で主

筋が座屈することにより最終的に軸力を保持できず崩壊

することを示 した.さ らに,芯 鉄骨にH形鋼を用いたとき

の鉄骨比および作用軸力などが芯鉄骨合成柱材の弾塑性

挙動に及ぼす影響を調べ,合 成柱材が軸力保持不能とな

る崩壊現象を起こさない条件を示した.次 に芯鉄骨の断

蔓形状,危 険断蔓における芯鉄骨の定着の有無などが合

成柱材の挙動に及ぼす影響を調べ,芯 鉄骨が曲げに対し

て殆 ど抵抗せず,圧 縮力に抵抗できるように挿入するこ

とが合成柱材の変形能力を大きくできることを示 した.

第7章 では,第2章 から第6章 までの各章の結論を総

括 した.

論文調査の要旨

建築物の構造設計法は,使 用期間中に経験する各種の荷

重 ・外力に対して,構 造安全性を確保するために建物に

要求される性能を明確にし,そ れ らが満足 されることを

確認する性能設計法に移行 してきている.こ のような設

計法を確立するためには,構 造物が各種の荷重 ・外力の

作用の下で,最 終的に崩壊するまでの弾塑性挙動の特性

を把握 し,耐 力や変形能力などの構造性能の評価法を確

立する必要がある.

この論文は,鋼 ・コンクリー ト合成構造である,鉄 骨

鉄筋コンクリー ト柱材,コ ンクリー ト充填鋼管柱材,鉄

筋コンクリー ト断蔓の中心に小型の鉄骨を配置 した新 し

い形式の芯鉄骨合成柱材を対象として,そ れ らが鉛直荷

重および地震力に対応する水平力を受けるときの弾塑性

挙動および構造性能評価法について研究 したものである.

まず著者は,わ が国で一箱的に用いられている降伏強

度が235～353MPaの 鋼材と圧縮強度が20～40MPaの コンク

リー トを用いた鉄骨鉄筋コンクリー ト柱材が,鉛 直荷重

と水平力を受けるときの,曲げひび割れ発生点,降伏点,

最大耐力点,お よび最大耐力到達以降の4つの限界状態に

おける耐力 と変形について,実 験および解析結旺に基づ

き,精 度良く予測できる復元力特性を,作 用軸力,材 料

強度,鉄 骨比,横 補強筋裏,の 影響を考慮 してモデル化

し,鉄 骨鉄筋コンクリー ト構造の性能設計を行 う上で有

用な性能評価法を提案 している.さ らに,今 後普及する

と考えられる,引張強度が590お よび790MPaの 高張力鋼を

用いた鉄骨鉄筋コンクリー ト柱材に対しても,提 案 した

復元力特性が適用できることを実験によって確認すると

共に,現 行の設計法に採用されている累加強度式による

耐力評価法についても,鋼 材 とコンクリー トの材料強度

の組合せによる成立条件を明らかにしている.

次に著者は,コ ンクリー ト充填角形鋼管柱材の鋼管内

蔓 と充填コンクリー トとの間の付着性状が,鉛 直荷重と

水平力を受ける柱材の弾塑性挙動および曲げ耐力に及ぼ

す影響を,内 蔓に突起のある鋼管 と突起の無い帳常の鋼

管を用いた柱材の系統的な実験によって明らかにしてい

る.コンクリー ト充填鋼管柱材は耐力および靭性に優れ,

これからの時代の耐震構造として期待されているが,そ

の優れた性能を発揮 させるためには,コ ンクリー ト充填

鋼管柱材 と鉄骨梁材で構成された骨組の,特 に外ダイヤ

フラム形式の接合部の設計において,梁 材から柱材への

応力伝達機構の検討および付着設計の重要性を明確にす

ると共に,内 蔓突起付鋼管を用いた柱材の構造設計にお

ける優唖性を明らかにしている.

最後に著者は,鉄 筋コンクリー ト断蔓の中央に小型の

鉄骨を配置した芯鉄骨合成柱材の構造性能を,芯 鉄骨の

形状 と鉄骨裏,芯 鉄骨材端における定着の条件,作 用軸

力,を 変数とした一連の系統的な実験および主筋の座屈

後挙動を考慮 した弾塑性解析によって詳細に検討し,芯



鉄骨合成柱材は鉄筋コンクリー ト柱材に比べて変形能力

およびエネルギー吸収能力など耐震性能が著 しく向上す

ることを明 らかにしている.鉄 筋コンクリー ト構造は,

過去に日本および世界各地で発生した地震によって大き

な被害を受け,断 蔓構成法および設計法に改良が加えら

れてきたが,柱 材の崩壊を完全に防止する簡明な方法は

見出せていない.こ の新形式の芯鉄骨合成柱材では,柱

材の崩壊が防止できることを明確にし,柱 材の断蔓構成

法および耐力評価法を検討 して,世 界的にも採用可能な

簡明な鉄筋コンクリー ト構造の耐震性能向上の一つの方

法を提示 している.

以上のように本論文は,鉄 骨鉄筋コンクリー ト柱材,

コンクリー ト充填鋼管柱材,芯 鉄骨合成柱材の3種類の

鋼 ・コンクリー ト合成柱材が鉛直荷重 と地震力に対応す

る繰返し水平力を受ける場合の弾塑性挙動および構造性

能評価法について研究し,鋼 ・コンクリー ト合成構造 の

性能評価法の確立および耐震性能向上への技術開発に寄

与するもので,建 築構造学上価値ある業績 と認める.よ

って,本 論文は博士(工 学)の 学唖論文に値すると認め

る.
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論文内容の要旨

1981年6月 に,建 築基準法施行令のうち耐震関係の規

定が改定され,そ の規定が,2000年6月 改定された建築

基準法にも適用されている.こ の規定では,建 築物の各

層の保有水平耐力や構造 特性係数を評価することが定め

られている.ま た,1998年10月 には,「鋼構造限界状態

設計指針 ・同解説」が発表され,地 震荷重のみならず,

すべての荷重に対して,終 局限界状態設計をすることが

規定されている.こ れ らの設計法を確立するためには,

骨組の挙動を明らかにしておかなければならない.

本研究の目的は,主 として,不 安定現象を伴 う鉄骨ラ
ーメンおよび露出型柱脚の弾塑性変形性状および構造性

能について明らかにすることにある.

本論文は,9章 で構成されており,以 下に示すように大

きく3つ に分けられる.

(1)不安定現象 を伴 う鉄骨ラーメンの弾塑性変形性状に

関する研究(第2章 ～第5章)

(2)鋼部材の弾塑性変形性状に及ぼす鋼材の材料特性の

影響に関する研究(第6章)

(3)露出型鉄骨柱脚の弾塑性変形性状に関する研究(第7

章,第8章)

第1章 は,本 研究の目的と論文構成を示している.

第2章 から第4章 では,一 定鉛直荷重下で水平力を加え

た門形ラーメンを用い,そ れぞれの研究目的のための実

験を行った.材 質はすべてSS400で,溶 接構造である.

第2章 は,弾 塑性変形性状に及ぼす局部座屈の影響を

調べることを目的とする.実 験変数は,柱 断面を構成す

る板要素の幅厚比および柱軸力比である.試 験体数は合

計26体 である.柱 断面の幅厚比と水平耐力,変 形能力,

構造特性係数との関係について示した.ま た,局 部座屈

を考慮した解析により,実 験挙動の予測が可能であるこ

とを示 した.

第3章 は,弾 塑性変形性状に及ぼす曲げねじれ座屈の

影響を調べることを目的とする.主 な実験変数は,細 長

比および柱軸力比である.試 験体数は合計12体 である.

塑性設計指針の曲げね じれ座屈に関す る指標h・d/Af

(h:階 高,d:柱 断面せい,Af:フ ランジ断面積)と 水

平耐力,変 形能力,構 造特性係数との関係について示 し

た.

第4章 は,弾 塑性変形性状に及ぼす局部座屈と曲げね

じれ座屈の連成効果の影響を調べることを目的とする.

実験変数は,柱 断面の幅厚比,細 長比および柱軸力比で

ある.試験体数は合計40体 である.柱の幅厚比およびh・

d/Afと 水平耐力,変 形能力,構 造特性係数との関係につ

いて示した.

第5章 は,第2章 から第4章 で得られた水平耐力と変

形能力の実験結果を基に,通 常用いられる塑性 ヒンジ法

や耐力評価式の計算値 との比較および変形能力の定式化

を試みた.

第6章 は,鋼 材の機械的性質,特 に,降 伏比が部材の

挙動に及ぼす影響を,解 析的に明らかにすることを目的

とする.ま た,は り端スカラップや溶接欠陥の影響につ

いても検討を行 う.ス カラップ,溶 接欠陥による断面欠

損の有無に対 して,所 定の変形能力を確保するための降

伏比の条件等を示した.

第7章 は,鉄 骨露出型柱脚の特性に影響を与える切削

ねじ加工されたアンカーボル トの引張特性を明らかにす

るために,ア ンカーボル ト長 さ,遊 びねじ長さおよび軸

径を変数とした実験を行った.試 験体は合計28種 類で



56体 である.ア ンカーボル トの軸径 と降伏比の関係やア

ンカーボル トの復元力特性の精密解析およびモデル化し

た復元力特性が実験結果をよく説明できること等を示し

た.

第8章 は,露出型柱脚の弾性回転剛性や復元力特性を,

第7章 で得 られたアンカーボル トの引張特性に基づいて

解析的に検討 した.

柱脚の弾性回転剛性や復元力特性は,解 析により十分

な精度で予測できることを示 した.ま た,復 元力特性の

モデル化を行い,そ の妥当性を示した.

第9章 は,第2章 から第8章 までの各章の結論を総括

とするとともに,研 究成果の意義について示 した.

なお,本 研究成果の意義をまとめると以下のようにな

る.

(1)不安定現象を伴 う鉄骨ラーメンの弾塑性変形性状に

関する研究(第2章 ～第5章)の 特徴と意義は,実 験が

骨組で行われたことであり,部 材実験では得 られない,

1.柱反曲点位置の移動,2.部 分的な塑性化や不安定現象

の発生による応力の再配分,3.は りのせん断力による柱

の軸力変動,な どの影響を含んだ実際の建物の条件 とな

っていることである.

(2)鋼部材の弾塑性変形性状に及ぼす鋼材の材料特性の

影響に関する研究(第6章)で は,特 に,は り端に設け

られるスカラップや溶接欠陥の影響を,断 面欠損の問題

として捉え,弾 塑性解析の結果,変 形能力が著 しく低下

することを素材の降伏比と伸び能力 との関係で示したこ

とである.

(3)露出型鉄骨柱脚の弾塑性変形性状に関する研究(第7

章,第8章)で は,そ の構造性能をアンカーボル トの引

張特性(復 元力特性)や 基礎 コンクリー トの圧縮特性に

基づいて,詳 細に検討 し,か つ系統的に明らかにしたこ

とである.

論文調査の要旨

建築構造物の耐震設計法を確立するためには,構 造物

が地震力の作用の下で最終的に崩壊に至るまでの弾塑性

変形性状および耐力,変 形能力などの構造性能を明らか

にしておく必要がある.構 造物の弾塑性挙動は,そ れに

用いられている材料特性の影響を強く受けるが,特 に鉄

骨構造は他の構造材料に比べて強度が大きいため,一 般

に部材断面は薄肉の板要素で構成 されると共に,部 材の

形状が細長くなるため,外 力の作用の下で部材に生じる

各種の不安定現象が骨組全体の挙動に及ぼす影響を明ら

かにしておく必要がある.鉄 骨構造の柱脚では,鉄 骨柱

材 と鉄筋コンクリー ト基礎で構成 された合成構造となる

ため,応 力伝達機構および破壊形式が複雑 とな り,兵 庫

県南部地震も含めて,過 去の地震でこの部分に被害が集

中してお り,そ の構造性能を正確に把握することが,骨

組全体の性能を評価する上で重要である.

この論文は,こ れらの問題を明らかにすることを目的

に行われた研究をまとめたもので,内容は次の3つに分か

れている.

①地震力を受けるH形鋼部材で構成 された鉄骨ラーメン

を対象として,柱材に生 じる局部座屈,曲げ振れ座屈,

および両者の連成座屈による不安定現象が骨組の弾塑

性変形性状および耐力,変 形能力,エ ネルギー吸収能

力などに与える影響を,柱 断面の幅厚比,柱 材の面外

細長比,柱 の軸力比などを変数とする,合 計78体の骨

組試験体を用いた国内外で初めての系統的な実験と解

析によって明らかにした.

②H形鋼柱材および梁材を対象として,それらの地震時の

弾塑性変形性状に与える鋼材の材料特性,特 に降伏比

と伸び能力の影響を弾塑性解析によって明らかにした.

③柱脚用のアンカーボル トとH形鋼柱材および鉄筋コン

クリー ト基礎で構成された露出型柱脚を対象にして,

地震時の弾塑性変形性状を実験および弾塑性解析によ

って明らかにした.

この研究によって得 られた主な成果は次の通 りである.

(1)許容応力度設計法および塑性設計法で規定されてい

る柱断面の幅厚比の範囲において,幅 厚比の値が

局部座屈による骨組の不安定化に与える影響はき

わめて大きい.し か し,骨 組の水平耐力に与える

影響はそれほど大きくなく,不 安定現象を無視し

た塑性 ヒンジ法による骨組の理論塑性耐力の約

90%は 確保できる.

(2)塑性設計法で規定されている曲げ振れ座屈に関する

指標の制限値の約2倍 の柱材を用いても,曲げ振れ

座屈による骨組の不安定化に与える影響は小さく,

骨組の水平耐力は塑性 ヒンジ法による骨組の理論

塑性耐力が確保できる.し かし,柱 材に局部座屈

と曲げ振れ座屈が連成 して生 じる場合には,骨 組

の理論塑性耐力の約80%と なる.

(3)局部座屈,曲 げ捩れ座屈,お よび両者の連成座屈に

よる不安定現象を伴 う骨組の変形能力を,精 度よ

く予測できる評価式を提案 した.

(4)H形 鋼梁材の材端に設けられたスカラップおよび溶

接欠陥の存在が,部 材の変形能力を著 しく低下さ

せ ることを,鋼 材の降伏比および伸び能力 との関

係で明 らかにした.

(5)露出型柱脚の弾塑性変形性状を精度よく予測できる

復元力特性のモデルを提案 した.

以上のように本研究は,鉄 骨ラーメン,H形 鋼部材およ

び鉄骨露出型柱脚を対象として,そ れ らが地震力の作用

を受けるときの弾塑性変形性状および構造性能について,

部材に生 じる各種の不安定現象と材料特性の影響に注目

した系統的な実験および弾塑性解析によって明らかにし



たもので,鉄 骨建築物の耐震設計法の確立に寄与すると

ころが大きい.よ って,本 論文は博士(工 学)の 学位論

文に値すると認める.


